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令和６年度総務教育常任委員会特定所管事務調査報告書（政策提言書）（回答） 

 

 

平素から市政発展のため、ご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

貴議会総務教育常任委員会から令和６年１２月付けで提言のありました令和６

年度総務教育常任委員会特定所管事務調査報告書（政策提言書）について、次のと

おり回答いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

〇特定所管事務調査項目 

①幼保小中学校における特別支援教育の現状について 

②定数３５人以上学級における指導方法の工夫と教育環境の在り方について 

 

「幼保小中学校における特別支援教育の現状について」と、「定数３５人以上学級

における指導方法の工夫と教育環境の在り方について」は、調査を進める中で関

連があることが分かり、２項目を合わせた提言がまとまりましたのでご報告申し

上げます。 

 

『提言』 

〇特別支援教育の体制整備・環境整備 

 

１ 特別支援教育に関する教職員研修の一層の充実に努め、適切な支援が展開され

る環境を構築すること。また、共生社会の実現を目指して、広く市民に対しても特

別支援教育についての理解や啓発に努めること。 

 

【回答１】 

特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒への支援を適切に行っていくため

には、特別支援教育支援員を含む教職員の十分な共通理解と専門的知識が欠かせま

せん。校内研修を組織的に活用していくことはもとより、県立美浦特別支援学校の

地域支援センターの巡回相談や、令和７年度から実施予定の特別支援教育推進体制

充実事業などを有効活用し、教職員の意識改革や特別な教育的支援を必要とする幼

児児童生徒への支援力向上に努めていきます。 

特別支援教育は、障がいのある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な

取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、

その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及

び必要な支援を行うものです。通常の学級にも障がいのある子供は多数在籍してお

り、特別支援教育の重要性は更に高まっています。教育委員会では、全ての児童生

徒が誰一人取り残さず、良さや可能性を引き出す学びを学校教育に取り入れていく

ために、特別支援教育における効果的な支援に力を入れております。 

また、広く市民の方に特別支援教育に関心を持って情報を得てもらえるよう啓発

に努めてまいります。 

 

２ 障害者差別解消法の施行を踏まえ、地域の学校に在籍する障がいのある児童生

徒が、安心して生活し、学べるよう、市教育委員会がバリアフリーの環境整備やＩ

ＣＴ機器の整備を進めることについて、先行事例や教育効果等の情報提供に努める

こと。 

 



 

 

【回答２】 

特別支援教育における自立活動は、個々の幼児児童生徒が自立を目指していくた

め、障がいによる学習上又は生活上の困難を、主体的に改善・克服しようと促す教

育活動であることから、障がいの状態や発達の段階等に即した指導が図れるよう取

り組みます。 

文部科学省の障害を理由とする差別解消の推進に関する対応指針に則り、学校施

設のバリアフリー化や障がいに適応した教育を実施する上で必要とする設備の整

備について、ＩＣＴ機器を活用した支援の導入やエレベータ、スロープ、障害者ト

イレ等の整備を必要に応じて導入を検討してまいります。 

また、障がいのある児童生徒が安心して学校生活が送れることを周知していきた

いと考えております。 

 

３ 支援を必要とする幼児児童生徒が、就学前から中学校卒業まで一貫した支援が

受けられるよう、個別の指導計画・教育支援計画の作成、児童生徒理解・支援シー

トの活用を一層推進し、学校種間の連携を強化すること。 

 

【回答３】 

特別支援教育は、こ幼小中の引継ぎなどの連携や学校での体制維持が必要とされ

ています。 

特別支援学級在籍の児童生徒についての「個別の教育支援計画」の作成率は

100％となっていますが、通常学級に在籍する配慮を要する児童生徒に対する支援

計画の作成については今後、推進していく必要があると考えております。 

個別の指導計画・教育支援計画の作成、児童生徒理解・支援シートの活用を一層

推進し、学校間の連携強化を目指します。 

 

４ 多人数学級はＴＴ教員の導入で改善策は講じられたが、学級での困り感や問題

行動などへの対処も考えるうえで、特別支援教育支援員、学校教育支援員の児童生

徒の学びの確保に必要な研修などの支援の強化を図ること。 

 

【回答４】 

特別支援教育における自立活動は、個々の幼児児童生徒が自立を目指していくた

め、障がいによる学習上又は生活上の困難を、主体的に改善・克服しようと促す教

育活動であることから、障がいの状態や発達の段階等に即した指導が図れるよう取

り組んでおります。 

特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒への支援を適切に行っていくため

には、特別支援教育支援員を含む教職員の十分な共通理解と専門的知識が欠かせま

せん。 

校内研修を組織的に活用していくことはもとより、県立美浦特別支援学校の地域



 

 

支援センターの巡回相談や、令和７年度から実施予定の特別支援教育推進体制充実

事業などを有効活用し、教職員の意識改革や特別な教育的支援を必要とする児童生

徒への支援力向上に努めてまいります。 

 

５ 公立幼稚園・こども園、小・中学校に支援の必要がある幼児児童生徒に対する

学校生活上の介助や学習活動上の支援が必要な生徒のニーズ把握に努めるなど、さ

らなる、特別支援教育支援員、学校教育支援員の配置促進を図るための予算措置を

講ずること。  

 

【回答５】 

幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学

習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援に努めます。 

公立の認定こども園、幼稚園、小・中学校は特別支援教育支援員、小・中学校に

は学校教育支援員を配置していくとともに、特別支援学校の巡回相談事業などを活

用し、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応えた指

導が提供できるよう、｢多様な学びの場｣を用意し充実を図っていきます。 

令和７年度から、すべての小中学校に校内フリースクールを設置し、不登校対策

を強化いたします。安定した運用のためには、各校の実情を踏まえて、特別支援教

育支援員、学校教育支援員のさらなる充実は必要不可欠と考えております。 

 

６ 支援が必要な幼児児童生徒が身近な地域社会で専門的な教育が受けられるよ

う、教育センター機能のさらなる充実を図ること。 

 

【回答６】 

 先進的な自治体では、小学校を就学する際に特別支援学級や特別支援学校への就

学相談を実施している教育センターや、地域にあって通いやすい規模の小さな教育

センターを分室として運営しているところもございます。 

 本市においても、先進地事例を調査研究し、より利用者のニーズに適した事業を

実施できるよう検討してまいります。 


